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特集 使えるAI

要　約

1	 2021年末頃、ユーザーが複数のWebサイトで登録した情報や検索・閲覧した履歴などの
情報を一つのIDに集約し、インターネット広告関連事業者などが流通させた「サードパ
ーティークッキー」の利用が不可能となる（クッキーレス時代）。このことで多くのイン
ターネット広告は、ユーザーとその行動を今までのように「狙い撃ち」できなくなり、
広告の効果が低下する。独自に大量の個人（行動）情報を保有するSNSに広告を集中す
る選択肢もあるが、需要の高まりによる広告枠の高騰でコスト対効果という観点で見合
わない状況が予想される。広告主である企業はより有効な手段を検討する必要がある。

2	 クッキーレス時代の代替手段として期待される広告手法が、「コンテキスト（文脈）マ
ッチング」である。この方法では、広告が掲載されるページと広告によって誘引される
ページとの「相性」を分析して、広告主の希望するターゲットにマッチングする。ユー
ザーの興味属性をキーにして広告のターゲティングを行う点が従来とは異なる。

3	 これまでインターネット広告は、クリックの有無に重きを置きすぎた結果としてユーザ
ー体験の劣化が問題となっていた。コンテキストマッチングによってユーザーの興味属
性をベースにした広告が主流になれば、この問題を解決することにつながる。

4	 企業はクッキーレス時代の到来に備えるため、①コンテキストマッチング広告による興
味属性情報の収集・分析、②インターネット広告から誘引してきたユーザーと長期的な
関係を構築する施策、③AIエンジニアやデータサイエンティストといった人材リソース
の再配分、を検討する必要がある。
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きていた。
しかし、インターネット広告で隆盛を極め

ていたリターゲティングに大きな影を落とし
たのが、サードパーティークッキーの勝手な
流通が、個人情報の不正な第三者提供にあた
ると断じた「EU一般データ保護規則（GDPR：
General Data Protection Regulation）」であ
る。GDPRでは、クッキーなどの仮名化され
た情報であっても、個人情報であることに変
わりがないとしている。それらを利活用した
いのであれば、ユーザーから能動的な同意を
取ることが必要であると明言している。

今後は、サイトを閲覧し続けることで「取
得されたクッキーが第三者に提供されること
を了承したことになる」というやり方は違法
になる。米国のカリフォルニア州でも、
CCPA（California Consumer Privacy Act）
というGDPRと類似した法律が既に施行され
ており、米国全体で適用される連邦法にその
内容が組み込まれる可能性が高い。

こうした世界的な規制の動きに素早く反応
したのがプラットフォーマー、その中でもサ
ードパーティークッキー関連情報の大口提供
者であり、「Safari」「Chrome」というブラ
ウザで世界シェアの約 9 割を占めるAppleと
Googleだ。Appleは既にSafariでのサードパ
ーティークッキーによるサポートを20年 3 月
に廃止しており、Googleも21年末をめどに廃
止する予定である。

まさに「クッキーレス時代」の到来である。

Ⅱ	代替手段としての
	 コンテキストマッチング広告

こうした潮流を踏まえると、今まではユー

Ⅰ	クッキーレス時代の到来

2019年、わが国のインターネット広告費
は、長年首位だったテレビ広告費を初めて超
えた。それどころか、翌20年には総広告費約
6.2兆円の約 4 割（36.2％）を占め、マスメデ
ィア 4 媒体（テレビ、ラジオ、新聞、雑誌）
の合計（36.6％）に並んだ注1。

インターネット広告は、ターゲットを絞っ
て広告を表示することができる。広告の先に
あるLP（ランディングページ）に誘引でき
たときのみにしか費用が発生しない費用対効
果の高さや、予算に応じて広告の掲載先や量
を細かく選べる利便性の高さから、企業の大
小、法人・個人を問わず、有力な広告の手段
になっている。加えて、ユーザーが検索した
キーワードに合わせたり（検索連動型広告）、
ユーザーの興味・関心や表示されるWebサ
イトの内容に合わせたり（コンテンツ連動型
広 告 ） で き る イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 技 術

（AdTech：アドテック）の発達も、広告市
場の拡大に寄与している。

AdTechの中核は、第三者から提供された
クッキー（サードパーティークッキー）とい
うインターネット閲覧ソフト（ブラウザ）の
識別子と、インターネットサイトで登録され
た個人の属性情報（年齢、性別、住所など）
や、インターネットの検索・閲覧履歴などを
紐付け、広告を出すターゲットを絞り、
Webサイトをまたいで追いかけ続けるリタ
ーゲティングであった。この技術により、イ
ンターネット広告関連事業者は広告主の要望
にマッチしたユーザーを容易に割り出し、広
告をピンポイントに当てることが可能とな
り、広告主にその費用対効果の高さを訴求で
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ザーが複数のWebサイトで登録した情報や
検索・閲覧した履歴などの情報を一つのID
に集約し、インターネット広告関連事業者が
サードパーティークッキーとして流通させた
個人属性を、広告枠として購入することが事
実上できなくなる。「ここ数日間で都内のマ
ンションの家賃を調べた50歳代の男性」とい
った具体的なユーザー行動を指定した広告が
打てなくなるということだ。

今後は複数のWebサイトにまたがるユー
ザー行動が把握できなくなるため、自前で顧
客の囲い込みを試みる動きも出ている。近
年、スマートフォンのアプリが乱立している
のはその表れであるが、個々の企業が囲い込
めるユーザー数には限界がある。

そ の た めTwitter、Facebook、LINEな ど
のプラットフォーマーに期待が集まることに
なる。これらのプラットフォームはスマート
フォンのアプリを通じて、大量のIDとそれ
に紐付くユーザー自身による投稿といったリ
ッチなユーザー行動情報を独自に囲い込んで
いる。加えてサードパーティークッキーへの
依存度が低い。

今まで通り、ユーザー行動を指定した広告
を望む広告主は、これらのプラットフォーム

に殺到することになり、広告枠（費用）の高
騰が予想される（表 1 ）。

広告費用の上昇を受け入れて、個人の属性
別に広告の配信を集中させるにしても、プラ
ットフォームのユーザーは複数のアカウント
を保持し、用途によって使い分けるケースが
増えている現状がある。そのアカウントに登
録された属性なるものも、正確さを欠く「テ
キトー」なものがほとんどであろう。従っ
て、個人属性に依存して広告を配信すると、
ターゲットを外すことがどうしても増えてし
まう。

もともとあった個人属性ベースの広告の問
題に加え、クッキーレス時代になれば「個人
属性ベースの広告枠の高騰」と「サードパー
ティークッキーの使用不可による広告効果の
低下」という新たな問題が生まれることにな
る。この局面を打開するのが、ユーザーの興
味属性を活用する「コンテキスト（文脈）マ
ッチング」という手法である。

Ⅲ	コンテキストマッチングとは

コンテキストマッチングとは、広告とその
先にあるコンテンツの文脈（コンテキスト）

表1　主要広告プラットフォーム比較（予想を含む）

項目 Google Twitter Facebook LINE
その他

（ブラウザ型）

個人属性の識別 × ○ ○ ○ ×

個人属性別配信コスト － 高騰 高騰 高騰 －

興味属性別配信コスト 現　　　状　　　維　　　持

興味カテゴリー数 140 433 287 27 数十～数百

出所）スリーアイズ提供資料（2021年2月）を基に作成
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セスについての理解は必要である（図 2 ）。
コンテキストマッチングの有用性に懐疑的

になるかもしれないが、実際に使えるサービ
スは出てきている。

わが国において、サードパーティークッキ
ーを使わないコンテキストマッチングによる
広告サービスの草分けであるスリーアイズ
は、興味カテゴリーを細分化した2000を超え
る興味属性数（表 1 で示した通り、プラット
フォーマーの興味カテゴリー数はTwitterの
433が最多）をそろえる。加えて、AIが過去
にマッチングした実績を学習し、精度を高め
続けている。これらの情報は広告と、その先
にあるLPの継続的な内容の改善のため、広
告主に提供される。

コンテキストマッチングの仕組みを持つ広
告サービスを利用しさえすれば、広告・マー
ケティング担当者が利用できる興味属性情報
が簡単に手に入る。広告枠の入札単価や広告
配信時期・量などの調整を半自動化するシス
テムもあり、利便性の高い広告サービスが既

を把握して適合（マッチング）させることを
意味する。コンテキストマッチング広告は、
広告と広告の掲載先、LPとの相性を分析し
て、広告主の希望するターゲットにマッチン
グする手法である。広告および広告が掲載さ
れるコンテンツ（記事やコラムなど）と、広
告によって実際に誘引されたLPのテキスト
情報を分析してセグメント（番地）化し、興
味・関心でグループ化されたユーザー（興味
属性）を推計するのである（図 1 ）。そうす
ることで、ターゲットを大きく外すことがな
くなる。

コンテキストマッチングのプロセスは、
「テキストマイニング」あるいはAI（人工知
能）による「自然言語処理」と呼ばれる分野
の基本的なやり方をベースにしている。その
ため、企業の広告・マーケティング担当者が
利用する際の敷居は高くない。

しかし、広告の掲載先やLPからキーワー
ドを収集し、ベクトル情報に置き換え、興味
属性によってターゲットを特定していくプロ

図1　リターゲティングとコンテキストマッチングの比較

サードパーティークッキーによるリターゲティング コンテキストマッチング
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Ⅳ	興味属性をベースにした
	 広告の意義

今後はインターネット広告を通して、最適
なユーザー体験（UX：User eXperience）
をどのように生み出していくべきかが課題で
ある。

インターネット広告を申し込む際に指定す
る興味カテゴリーを、さらに細分化したもの
が興味属性であることは前述した。興味属性
を把握して分析していくことにより、ユーザ
ーの深い意図を明らかにすることができる。

に実現している。クッキーレス時代に対応す
るための「技術的な環境」は、もう整ってい
るのだ。コンテキストマッチング広告は、米
国のIBMやMastercardなどが既に採用して
おり、今後も利用の拡大が見込まれる。

なお、野村総合研究所（NRI）と北海道大
学が実施した研究では、コンテキストマッチ
ング広告によって潜在顧客のレピュテーショ
ン（良いイメージ）が醸成できるという有効
性が確認できている注2 （図 3 ）。

図3　コンテキストマッチング広告による潜在顧客のレピュテーション醸成プロセス

適切な活用を期待した許容

不適切な活用への懸念

〈隠された広告ロジックへの構え〉

広告意識の薄れ／忘却

中立的観点への没入

〈広告主へのレピュテーション醸成〉

広告クリック直前・直後 コンテンツ閲覧中 コンテンツ読了後

企業イメージの深化

知見を深められた感謝

出所）野村総合研究所／北海道大学

図2　コンテキストマッチングのプロセス

キーワードのセグメント化 ランキング・集中化広告の掲載先
（記事やコラムなど）

広告
（キャッチコピー）

①単語レベルに分割
↓

②表記ゆれ対策
↓

③ベクトル化
※類似度、出現頻度、共起（同時出現）度

↓
④ベクトルの似た者
同士で番地化

①番地情報を基に広告を掲載
↓

②番地同士の相性を把握
↓

③ランキング化
※クリック率、長続率、回遊率など

↓
④ランキング上位に

掲載を集中広告で誘引するLP
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たとえば「美容」という興味カテゴリーか
ら「美白」「白髪」「目尻」という興味属性が
把握できたとすれば、「子持ちの女性が同性
を意識している」ことが、ほかの情報も合わ
せることで、ほぼ特定できる（図 4 ）。最適
なUXを提供するための精緻なインプットが
得られるのだ。

インターネット広告による最適なUXの提
供に関しては、「ユーザーに嫌われない」イ
ンターネット広告として「ネイティブ広告」
が定義され、推奨規定注3が整理されている。
日本インタラクティブ広告協会によるネイテ
ィブ広告の定義は、「デザイン、内容、フォ
ーマットが、媒体社が編集する記事・コンテ
ンツの提供するサービスの機能と同様でそれ
らと一体化しており、ユーザーの利用体験を
妨げない広告を指す」としている。同協会
は、企業からインターネットユーザーに有益
なコンテンツを提供することにより、長期的

に良い関係を構築することを目指す手法が
「コンテンツマーケティング」であり、それ
に適するのはネイティブ広告だとしている。

このネイティブ広告に期待される効果をさ
らに押し上げられるのが、コンテキストマッ
チングということになる。

コンテキストマッチングが普及すれば、前
述したように広告主が指定したターゲットを
外した可能性があるにもかかわらず、ターゲ
ットに「広告を掲載した」「クリックされ
た」という安直な成果に至ることもなく、ユ
ーザーに嫌悪感を持たれることもなくなる。
それどころか、広告とその先にある自社サイ
トを、最適なUXの提供手段として活用でき
るようになるのだ。

今後は、広告主である企業は自社サイトに
誘引したユーザーを、サードパーティークッ
キーによって追跡ができなくなる。そのた
め、広告の出し方と広告の先にあるLPの内

図4　コンテキストマッチングによる深い意図の把握

既保有データと合わせた分析

明らかになったユーザーの深い意図
「健康のため　モテるため　恋人のため　
夫のため　ママ友のため　自分のため…」

コンテキストマッチング

興味カテゴリー（一般的な広告枠）
スポーツ・美容・ファッション

把握した興味属性情報
「ヘアスタイル・髪質・頭髪・白髪・美肌・美白・紫外線対策・

目尻・目元・ニキビ・ファンデーション・メイク・鼻・口元・顔痩せ・
全体プロポーション・お腹・ヒップ・脚痩せ・脱毛…」

出所）スリーアイズ提供資料（2021年2月）を基に作成
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容の組み合わせにより、ユーザーと長期的に
良い関係を構築できるかどうかが、より厳し
く問われることになる。

しかし、このような現状であるにもかかわ
らず、わが国ではコンテキストマッチングと
いう言葉はおろか、サードパーティークッキ
ーが使えなくなることによる影響について論
じられることが、極めて少ないのが実情であ
る。

Ⅴ	クッキーレス時代への備え

2021年 1 月、Googleは個人属性ベースの広
告枠販売を21年末に終了し、興味属性ベース
の新方式（FLoC：Federated Learning of 
Cohorts）へ移行することを発表注4した。こ
の新方式は前述したコンテキストマッチング
と同じく、ユーザーの類似するコンテンツの
閲覧行動を「コホート」と呼ばれるグループ
に分け、さらに第三者にも提供可能にするも
のである。

Twitter、Facebook、LINEといったプラ
ットフォーマーは、このコホートの活用に後
ろ向きである。サードパーティークッキーで
個人が「ほぼ特定できた」ことのメリットに
比べ、コホートを用いた広告の精度は未知数
であり、それならばもともと保有している個
人属性情報に、独自に収集・分析した興味属
性情報を掛け合わせて分析・活用することで
事足りるからだ。

今後、プラットフォーマーの技術的な動向
を継続的に注視していく必要はあるが、クッ
キーレスによる広告効果の低下は避けられな
い。

企業は来るべきクッキーレス時代に備え、

インターネット広告を段階的にコンテキスト
マッチングに置き換えることが必要だ。自社
商品・サービスのマーケティングやブランデ
ィングに必要な興味属性情報を独自に把握
し、インターネット広告や自社サイトの企画
立案に活かせる体制を確立することが急務で
ある。コンテキストマッチング広告で収集し
た興味属性情報と、ユーザーから使用許諾を
取った社内外のデータとを組み合わせて自社
で分析することで、インターネット広告や自
社サイトの更新などにタイムリーに活用する
ことが求められる。このことは、プラットフ
ォーマーの動向やインターネット広告業界の
環境変化などから受ける負のインパクトを最
小限に抑えることにもつながる。

ユーザーとの貴重な接点である自社サイト
を、再検討の上、更新することも必要であ
る。近年、取得したクッキーを安全に取り扱
うというメッセージや、会員になるための情
報登録を必要最低限にとどめるサイトが多く
見られるようになった。自社サイトがインタ
ーネット広告から誘引してきたユーザーを、
LPで不快にさせることなく、クッキーレス
時代でも長期的に良好な関係を保ち続けられ
るものになっているかどうか、見直しが必要
である。

これらの施策を実行するためには、AIエ
ンジニアやデータサイエンティストの活用が
不可欠である。近年、企業内ではAIやデー
タサイエンス関連の部門が多く立ち上がって
おり、AIやデータサイエンスの力で本業を
強化・拡大しようとしていることは間違いな
い。しかし、それにとどまることなく、彼ら
の力を自社のマーケティングやブランディン
グにも活かせるようにリソースを再配分すべ
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き時が迫っている。
クッキーレス時代は「適者生存」の時代で

ある。
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